予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　ＢＣＰ策定支援・人材育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　商工政策課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3044）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　44,896千円（前年度予算額：45,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	45,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	45,500

	要求額
	44,896
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	44,896

	1月29日時点
査定額
	44,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	44,800

	決定額
	44,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	44,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２７年度より、企業向けの事業継続計画（ＢＣＰ）策定については、これまで実施してきた訓練を中心とした実効性の高い「岐阜県モデル」のＢＣＰの策定支援に加え、簡易ＢＣＰの策定支援を実施している。
また、同時に企業内においてＢＣＰの策定・運用が出来る人材を育成するため、ＢＣＰの資格支援を通して、人材を育てている。


1 　ＢＣＰ策定支援について

岐阜県版のＢＣＰ策定支援により、モデルとなるＢＣＰ導入事業者は育成できたが、個別コンサルティングによる丁寧な支援であるため、策定済事業所数を大きく伸ばすには至っていない。そこで、平成２７年度から簡易版ＢＣＰを２日間で策定できるセミナーを開催することで、着実にＢＣＰの策定事業所数が増加している。次年度以降も、ＢＣＰの策定支援を継続するとともに、事業者が受講しやすい環境作りや、策定後の事業者に対するＢＣＰの実効性を確保するためのフォローアップが必要である。

②　人材育成について

ＢＣＰの普及を推進するリーダー的人材の育成は、個別企業内で進んでいるものの、共通の知識を持った資格保有者がネットワークを構築するまでには増加していない。また、県内企業アンケートによれば、社内に必要なスキルやノウハウを持った人手が確保できないために、ＢＣＰを策定しない企業が多いことから、ＢＣＰ策定企業数を大きく伸ばすためにも、社内人材の一層の育成が必要であると言える。

（２）事業内容

①　経済団体・業界団体と連携したＢＣＰ策定支援
ア）ＢＣＰ普及啓発セミナーの開催

ＢＣＰに関する知識が少ない事業者への普及を図るため、ＢＣＰの基礎知識を学ぶ講義や、ＢＣＰの必要性を感じることができる模擬訓練などを行うセミナーを、経済団体等と連携して実施する。
イ）簡易版ＢＣＰ策定支援セミナーの開催
　　　　　上記普及啓発セミナーの受講事業者や、ＢＣＰ策定に対する意識が低い事業者への普及を図るため、経済団体等と連携して簡易版ＢＣＰ策定セミナーを実施する。

　　　ウ）個別コンサルティングによるＢＣＰ策定支援
　　　　　また、訓練を中心とした実効性の高い「岐阜県モデル」のＢＣＰを引き続き普及させるために、個別コンサルティングにより、個々の企業活動に即した高度なＢＣＰ策定を支援する。
　　　エ）ブラッシュアップ訓練の開催

　　　　　ＢＣＰ策定済み事業者へのフォローアップとして、ＢＣＰの更新や実効性を確保するため、模擬訓練等のブラッシュアップ訓練を実施する。
オ）「岐阜県ＢＣＰ研修・訓練センター」の運営
　　　　　上記セミナーやコンサルティングをはじめとするＢＣＰ策定支援や、ＢＣＰ策定済み事業者へのフォローアップ及び総合相談対応を行う専門家常駐体制のセンター（研修室兼事務室）を設置する。

②　各企業内でＢＣＰの策定及び運用ができる人材の育成

ア）ＢＣＡＯ初級管理者試験の県内開催・受験料の補助
　　　　　試験主催者のＮＰＯ法人 事業継続推進機構（ＢＣＡＯ）との連携により、「事業継続初級管理者試験」を県内で開催する。
　　　　　また、県内受験者の取りまとめを「岐阜県ＢＣＰ研修・訓練センター」が実施し、ＢＣＡＯ認定「事業継続初級管理者試験」を受験した県内受験者に対して受験料の１／２を補助する。

イ）岐阜県ＢＣＰ研究会の開催
　　　　　資格取得者の能力維持、情報交換及び交流を兼ねて、県内ＢＣＰ関係者のスキルアップのための研究会（最新動向セミナー、ワークショップ等）を開催する。
　　③　ＢＣＰ普及セミナーの開催

　　　　県内企業にＢＣＰの概要を周知し、取り組みの開始の意識づけを行うため、金融機関等と連携してＢＣＰ普及啓発セミナーを行う。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	500
	講師料

	旅費
	　　225
	講師、職員旅費

	需用費
	10
	消耗品費

	役務費
	110
	広告宣伝費、通信運搬費

	使用料及び賃借料
	　 150
	会場借り上げ

	委託料
	43,901
	事業の民間企業等への委託料

	合計
	 44,896
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　

　広報関係経費については、広報課計上とします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・長期構想

５　自然災害死者ゼロプロジェクト

　　　　Ⅰ　大規模な防災啓発の展開（自助実践２００万人計画」の推進）
６　モノづくり立県推進プロジェクト

　　　　Ⅳ　中小企業・地場産業の競争力の強化（中小企業の取引支援）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	ＢＣＰの策定・運用を支援することにより、県内企業の災害に対する耐性を高めるとともに、企業価値の向上を図る。また、災害時の県内の経済活動及び雇用の維持を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ＢＣＰ策定支援企業数
	（H26）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	510社
（H29）
	％


	ＢＣＡＯ認定事業継続初級管理者資格保有者数
	　 
（H26）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	300名
（H29）
	％



（前年度の取組）

	○岐阜県ＢＣＰ研修・訓練センターの設置、運営

　　平成27年４月21日、ＢＣＰの専門家が常駐するセンターを開所。

○ＢＣＰ普及セミナーの開催（予定）
　　日時：平成27年11月４日　場所：岐阜大学ｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽ（岐阜市）

　　日時：平成27年11月５日　場所：多治見市産業文化ｾﾝﾀｰ（多治見市）

○簡易ＢＣＰ策定支援セミナーの開催
　　平成27年６月より、毎月、開催。９月末現在で７回開催
　　・岐阜県ＢＣＰ研修・訓練センターで開催…４回
　　・経済団体、業界団体等と連携して開催…３回

○個別コンサルティングによるＢＣＰ策定支援
　　平成27年７月より、各企業への個別コンサルティングを順次開始
○ＢＣＡＯ初級管理者試験の県内開催

　　2015年度第１回試験を平成27年８月29日に岐阜市民会館で開催
　　第２回試験は、平成28年２月頃を予定


（前年度の成果）

	セミナーや個別コンサルティングによるＢＣＰ策定支援を通して、ＢＣＰ策定事業所数は増えており、県内企業にＢＣＰが浸透しつつある。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	国土強靭化基本計画のなかに「特に配慮すべき事項」の一つとして「ＢＣＰ／ＢＣＭ等の策定の促進」が挙げられており、「個々の企業における事業活動の継続確保に向けた取組の有機的な積み重ね」が必要であると明記されている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	簡易ＢＣＰ策定支援セミナーや個別コンサルティングによるＢＣＰ策定支援を通して、ＢＣＰ策定事業所数は着実に増えており、企業価値の向上に寄与している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	ＢＣＰの専門家が常駐する岐阜県ＢＣＰ研修・訓練センターに、ＢＣＰに関する業務を集約することで、効果的、効率的な事業の実施が図られている。


（今後の課題）

	ＢＣＰの策定支援は概ね着実に実施しているが、更なる効果的かつ効率的に推進するために、事業者が受講しやすい環境作りや、策定後の事業者に対するＢＣＰの実効性を確保するためのフォローアップが必要である。


（次年度の方向性）
	ＢＣＰを策定済みの事業所数を大きく伸ばすには至っていないため、継続して簡易版ＢＣＰ策定セミナーを継続して開催することによって、県内にＢＣＰ策定済みの企業を増やす。

県内に共通知識を持つＢＣＡＯ認定の事業継続初級管理者を増やすこと、また岐阜県ＢＣＰ研究会を開催することを継続し、ＢＣＰ担当者間や企業間のネットワーク構築を目指す。



※事業継続計画：ＢＣＰ（Business Continuity Plan）


企業が自然災害や事故などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のこと。なお、ＢＣＭ（Business Continuity Management）はそのマネジメント手法。








